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   滝沢市個人情報の保護に関する法律等施行規則  

 （趣旨）  

第１条 この規則は、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号。行政手続

における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２

７号）第３０条第１項又は第３１条第１項の規定により一部の規定が適用されず、又は

読み替えて適用される場合を含む。以下「法」という。）及び滝沢市個人情報の保護に

関する法律施行条例（令和５年滝沢市条例第  号。以下「条例」という。）の施行に関

し必要な事項を定めるものとする。  

 （定義）  

第２条 この規則で用いる用語の意義は、法及び条例で使用する用語の例による。  

 （個人情報ファイル簿）  

第３条 法第７５条第１項の個人情報ファイル簿は、個人情報ファイルについてこれを利

用する事務ごとに作成する個人情報ファイル簿（単票）（様式第１号）の集合物とする

。 

 （開示請求書等） 

第４条 条例第３条の規則で定める事項は、次に掲げる事項とする。  

（１）開示請求の年月日 

（２）開示請求をする者の連絡先  

（３）希望する開示の実施の方法  

（４）代理人が本人に代わって開示請求をする場合にあっては、次に掲げる事項  

ア 当該開示請求に係る本人の氏名、住所又は居所及び連絡先  

イ 当該開示請求をする者が未成年者の法定代理人、成年被後見人の法定代理人又は

本人の委任による代理人（以下「任意代理人」という。）の別  

２ 法第７７条第１項の書面は、個人情報開示請求書（様式第２号）によるものとする。  

３ 個人情報の保護に関する法律施行令（平成１５年政令第５０７号。以下「令」という

。）第２２条第１項第２号の規定により、開示請求をする者が本人であることを確認す

る書類として提示し、又は提出する書類は、市長が別に定める。  

４ 令第２２条第２項第２号の規定により、開示請求書を行政機関の長等に送付して開示

請求をする場合に開示請求者が提出する書類は、市長が別に定める。 

５ 令第２２条第３項の規定により、代理人が開示請求をする場合に代理人の資格を証明

する書類として提示し、又は提出する委任状は、委任状（様式第３号）によるものとす

る。 

 （開示決定等の通知） 

第５条 法第８２条第１項又は第２項の規定による開示決定等に係る通知は、次の各号に

掲げる開示決定等の区分に応じ、当該各号に定める通知書によるものとする。  

（１）法第８２条第１項に規定する開示請求に係る保有個人情報の全部を開示する旨の決

定 保有個人情報開示決定通知書（様式第４号） 

（２）法第８２条第１項に規定する開示請求に係る保有個人情報の一部を開示する旨の決

定 保有個人情報部分開示決定通知書（様式第５号） 

（３）法第８２条第２項に規定する開示請求に係る保有個人情報の全部を開示しない旨の
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決定 保有個人情報不開示決定通知書（様式第６号） 

 （第三者に対する意見書提出の機会の付与等に係る意見書の提出）  

第６条 法第８６条第１項又は第２項の規定により意見書の提出の機会を与えられた第三

者の意見書の提出は、当該第三者に関する情報の開示に賛成又は反対の意思を表示した

保有個人情報の開示決定等に関する意見書（様式第７号）を提出して行うものとする。  

２ 法第８６条第３項の規定による反対意見書を提出した第三者に対して開示決定後直ち

に行う通知は、反対意見書に係る保有個人情報の開示決定に関する通知書（様式第８号

）によるものとする。  

 （開示の実施の方法等）  

第７条 法第８７条第１項の規定による保有個人情報の開示は、実施機関が指定する日時

及び場所において、当該実施機関の職員の立会いのもとに行うものとする。  

２ 実施機関は、開示決定を受けた者で行政文書の閲覧をするものが当該閲覧に係る行政

文書を汚損し、若しくは破損し、又はその内容を損傷するおそれがあると認めるときは

、当該行政文書の閲覧の中止を命ずることができる。  

３ 保有個人情報の写しを交付するときの交付部数は、一件の請求につき一部とする。  

４ 法第８７条第１項の規定による、保有個人情報が電磁的記録に記録されている場合に

おける当該保有個人情報の開示の実施の方法は、次の各号に掲げる電磁的記録の区分に

応じ、当該各号に定める方法とする。  

（１）音声データ  次のいずれかの方法  

ア 電子計算機その他の専用機器により再生したものの聴取  

イ 光ディスクその他の電磁的記録媒体（電磁的記録を記録する記録媒体をいう。以

下この項において同じ。）に複製したものの交付  

（２）映像データ（写真等を表示する画像データを含む。）  次のいずれかの方法  

ア 電子計算機その他の専用機器により再生したものの視聴（写真等を表示する画像

データにあっては、用紙に出力したものの閲覧を含む。）  

イ 光ディスクその他の電磁的記録媒体に複製したもの（写真等を表示する画像デー

タにあっては、用紙に出力したものを含む。）の交付  

（３）前２号に掲げるもの以外の電磁的記録  次のいずれかの方法  

ア 用紙に出力したものの閲覧又は交付  

イ 光ディスクその他の電磁的記録媒体に複製したものの交付  

ウ その他当該電磁的記録に応じて適切な方法 

 （開示の実施方法等の申出）  

第８条 法第８７条第３項の規定による開示の実施の方法等の申出は、保有個人情報の開

示の実施方法等申出書（様式第９号）によるものとする。  

 （保有個人情報の開示に係る費用等）  

第９条 条例第５条第２項及び第３項の費用は、前納とする。  

２ 条例第５条第２項の規則で定める額は、別表第１に定めるとおりとする。  

３ 条例第５条第３項の規則で定める額は、別表第２に定めるとおりとする。  

４ 令第２８条第４項の写しの送付に要する費用を納める方法として規則で定める方法は

、納付書又は郵便切手で納付する方法とする。  
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（訂正請求書等） 

第１０条 条例第６条の規則で定める事項は、次に掲げる事項とする。  

（１）訂正請求の年月日 

（２）訂正請求をする者の連絡先  

（３）代理人等が訂正請求をする場合にあっては、次に掲げる事項  

ア 訂正請求に係る保有個人情報の本人の氏名、住所又は居所及び連絡先  

イ 未成年者の法定代理人、成年被後見人の法定代理人又は本人の任意代理人の別  

２ 法第９１条第１項の訂正請求書は、個人情報訂正請求書（様式第１０号）によるもの

とする。  

３ 訂正請求書には、訂正請求に係る保有個人情報の内容が事実でないことを裏付ける客

観的な資料を添付することができる。  

４ 令第２９条において準用する令第２２条第３項の規定により、代理人が訂正請求をす

る場合に代理人の資格を証する書類として提示し、又は提出する委任状は、委任状（様

式第１１号）によるものとする。  

 （訂正決定等の通知） 

第１１条 法第９３条第１項又は第２項の規定による訂正決定等の通知は、次の各号に掲

げる訂正決定等の区分に応じ、当該各号に定める通知書によるものとする。  

（１）法第９３条第１項に規定する訂正請求に係る保有個人情報の訂正をする旨の決定  

保有個人情報訂正決定通知書（様式第１２号） 

（２）法第９３条第２項に規定する訂正請求に係る保有個人情報の訂正をしない旨の決定  

  保有個人情報不訂正決定通知書（様式第１３号） 

（利用停止請求書等） 

第１２条 条例第８条の規則で定める事項は、次に掲げる事項とする。  

（１）利用停止請求の年月日  

（２）利用停止請求をする者の連絡先  

（３）法定代理人等が利用停止請求をする場合にあっては、次に掲げる事項  

ア 利用停止請求に係る保有個人情報の本人の氏名、住所又は居所及び連絡先  

イ 未成年者の法定代理人、成年被後見人の法定代理人又は任意代理人の別  

２ 法第９９条第１項の書面は、個人情報利用停止請求書（様式第１４号）によるものと

する。 

３ 利用停止請求書には、利用停止請求に係る保有個人情報が法第９８条第１項各号のい

ずれかに該当することを裏付ける客観的な資料を添付することができる。  

４ 令第２９条において準用する令第２２条第３項の規定により、代理人が利用停止請求

をする場合に代理人の資格を証明する書類として提示し、又は提出する委任状は、委任

状（様式第１５号）によるものとする。  

 （利用停止決定等の通知）  

第１３条 法第１０１条第１項又は第２項の規定による利用停止決定等の通知は、次の各

号に掲げる利用停止決定等の区分に応じ、当該各号に定める通知書によるものとする。  

（１）法第１０１条第１項に規定する利用停止請求に係る保有個人情報の利用停止をする

旨の決定 保有個人情報利用停止決定通知書（様式第１６号）  
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（２）法第１０１条第２項に規定する利用停止請求に係る保有個人情報の利用停止をしな

い旨の決定 保有個人情報不利用停止決定通知書（様式第１７号） 

 （実施状況の公表）  

第１４条 条例第９条の規定による実施状況の公表は、市広報紙等への掲載及び告示によ

り、毎年６月末日までに行うものとする。  

２ 前項の公表は、前年度における次に掲げる事項を明らかにして行うものとする。  

（１）個人情報ファイルの保有件数 

（２）目的外利用及び目的外提供の状況  

（３）個人情報の開示請求、訂正請求及び利用停止請求の件数並びにその決定状況  

（４）審査請求の件数及びその概要  

（５）前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項  

   附 則 

 （施行期日）  

１ この規則は、令和５年４月１日から施行する。  

 （市長が保有する個人情報に関する滝沢市個人情報保護条例施行規則の廃止）  

２ 市長が保有する個人情報に関する滝沢市個人情報保護条例施行規則（平成１０年滝沢

村規則第９号）は廃止する。  

別表第１（第９条関係） 

区分 金額 

１ 乾式の複写機による写し（日本産業規格Ａ列

３番の大きさまでのものに限る。）  

白黒 １面につき１０円  

カラー １面につき２０円  

２ １の項に掲げる写し以外の写し  当該写しの作成に要する費用に

相当する額  

別表第２（第９条関係） 

区分 金額 

１ 複製物 当該複製物の作成に要する費用

に相当する額  

２ 乾式の複写機による写し（日本産業規格Ａ列

３番の大きさまでのものに限る。）  

白黒 １面につき１０円  

カラー １面につき２０円  

３ ２の項に掲げる写し以外の写し  当該写しの作成に要する費用に

相当する額  

 



様式第１号（第３条関係）  

個人情報ファイル簿（単票） 

個人情報ファイルの名称   

行政機関等の名称   

個人情報ファイルが利用に供され

る事務をつかさどる組織の名称  
 

個人情報ファイルの利用目的   

記録項目  

 

記録範囲   

記録情報の収集方法   

要 配慮 個 人 情 報が 含 ま れる と き

は、その旨  
 

記録情報の経常的提供先   

開示請求等を受理する組織の名称

及び所在地  

（名  称）  

（所在地）  

訂正及び利用停止に関する他の法令

の規定による特別の手続等 
 

個人情報ファイルの種別  

□法第６０条第２項第１

号（電算処理ファイル）  

□法第６０条第２項第２

号（マニュアル処理ファ

イル）  

政令第２１条第７項に該

当するファイル  

 □有  □無  

 

行政機関等匿名加工情報の提案の

募集をする個人情報ファイルであ

る旨  

 

行政機関等匿名加工情報の提案を

受ける組織の名称及び所在地  
 

行政機関等匿名加工情報の概要   

作成された行政機関等匿名加工情

報に関する提案を受ける組織の名

称及び所在地  

 

作成された行政機関等匿名加工情

報に関する提案をすることができ
 



る期間  

記録情報に条例要配慮個人情報が

含まれているときはその旨  
 

備    考  

 

 

 

  



様式第２号（第４条関係）  

  年  月  日  

（実施機関名） 様  

開示請求者 氏    名  

郵 便 番 号  

住所又は居所   

連 絡 先  

 

個人情報開示請求書  

個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）第７７条第１項の規定により

、次のとおり開示請求をします。  

１ 開示請求に係る行政文書の名
称その他の開示請求に係る保有
個人情報を特定するために必要
な事項 □特定個人情報 □特定個人情報以外の個人情報   

２ 希望する開示の実施方法  
□閲覧  □写しの交付  □その他（      ） 

□写しの送付  

３ 本人の氏名等（
法定代理人等によ
る開示請求の場合
） 

本人の氏名   

本人の住所
又 は 居 所 

（〒   －    ） 
 

電話番号    －    －     

４ 開示請求者の区
分（法定代理人等
による開示請求の
場合） 

区 分 

□ 未成年者（    年  月  日生）の法定代
理人 

□ 成年被後見人の法定代理人  
□ 任意代理人  

備考  □のある欄は、該当する項目の□に✔印を記入してください。  

 
※職員記載欄  

開示請求者  
の本人確認  

□運転免許証  □個人番号カード  
□在留カード又は特別永住者証明書  
□その他（                          ）  

請求資格の  
確認  

□本人 □戸籍謄本 □登記事項証明書  □委任状・印鑑証明書  
□その他（                          ）  

備   考  
 

 

  



（説明事項）  

１  「氏名」、「住所又は居所」  

本人の氏名及び住所又は居所を記載してください。ここに記載された氏名及び住所又は居所によ

り開示決定通知等を行うことになりますので、正確に記載してください。  

また、連絡を行う際に必要になりますので、電話番号も記載してください。  

なお、法定代理人又は任意代理人（以下「代理人」という。）による開示請求の場合には、代理

人の氏名、住所又は居所及び電話番号を記載してください。  

 

２  「開示請求に係る行政文書の名称その他の開示請求に係る保有個人情報を特定するために必要な

事項」  

開示を請求する保有個人情報が記録されている行政文書等や個人情報ファイルの名称など、開示

請求する保有個人情報を特定できるような情報を具体的に記載してください。なお、開示請求する

保有個人情報が特定個人情報（個人番号をその内容に含む個人情報）か否かが分かる場合には、そ

の旨をご記載ください。  

 

３  「希望する開示の実施方法等」  

開示を受ける場合の開示の実施の方法（事務所における開示の実施の方法又は写しの送付）につ

いて、希望がありましたら記載してください。なお、実施の方法は市の機関の定めるところにより

ますので、希望する方法に対応できない場合があります。  

開示の実施の方法等については、開示決定後に提出していただく「保有個人情報の開示の実施方

法等申出書」により、別途申し出ることもできます。  

 

４  本人確認書類等  

（１）来所による開示請求の場合  

来所して開示請求をする場合、本人確認のため、運転免許証、個人番号カード、在留カード又

は特別永住者証明等の住所・氏名が記載されている書類を提示し、又は提出してください。どの

ような書類が本人確認書類に当たるのか分からない場合や、これらの本人確認書類の提示又は提

出ができない場合は、開示請求窓口に事前に相談してください。  

 

（２）送付による開示請求の場合  

保有個人情報開示請求書を送付して保有個人情報の開示請求をする場合には、 (１ )の本人確認

書類を複写機により複写したものに併せて、住民票の写し（ただし、開示請求の前３０日以内に

作成されたものに限ります。）を提出してください。住民票の写しは、市町村が発行する公文書

であり、その複写物による提出は認められません。住民票の写しが提出できない場合は、開示請

求窓口に事前に相談してください。  

なお、個人番号カードを複写機により複写したものを提出する場合は、表面のみ複写し、住民

票の写しについては、個人番号の記載がある場合、当該個人番号を黒塗りしてください。  

また、被保険者証を複写機により複写したものを提出する場合は、保険者番号及び被保険者等

記号・番号を黒塗りにしてください。  

 

（３）代理人による開示請求の場合  

「本人の氏名等」欄は、代理人による開示請求の場合にのみ記載してください。必要な記載事

項は、氏名及び本人の住所又は居所です。  

「開示請求者の区分」には、未成年者の法定代理人、成年被後見人の法定代理人又は任意代理

人の別をご記載ください。  

代理人のうち、法定代理人が開示請求をする場合には、戸籍謄本、登記事項証明書その他法定

代理人であることを証明する書類（ただし、開示請求の前３０日以内に作成されたものに限りま

す。）を提示し、又は提出してください。なお、戸籍謄本、登記事項証明書その他法定代理人で

あることを証明する書類は、市町村等が発行する公文書であり、その複写物による提示又は提出

は認められません。  

代理人のうち、任意代理人が開示請求をする場合には、委任状その他その資格を証明する書類

（ただし、開示請求の前３０日以内に作成されたものに限ります。）を提出してください。ただ

し、委任状については、①委任者の実印により押印した上で印鑑登録証明書（ただし、訂正請求

の前３０日以内に作成されたものに限ります。）を添付するか又は②委任者の運転免許証、個人

番号カード（ただし個人番号通知カードは不可）等本人に対し一に限り発行される書類の写しを

併せて提出してください。なお、委任状は、その複写物による提出は認められません。  



様式第３号（第４条関係）  

 

委  任  状 

 

 

（代理人）住      所                           

氏     名                           

 

上記の者を代理人と定め、下記の事項を委任します。  

 

記 

 

１ 個人情報の開示請求を行う権限  

２ 開示請求に係る事案を移送した旨の通知を受ける権限  

３ 開示決定等の期限を延長した旨の通知を受ける権限  

４ 開示決定等の期限の特例規定を適用した旨の通知を受ける権限  

５ 開示請求に係る個人情報の全部又は一部を開示する旨の決定通知を受ける権限及び開

示請求に係る個人情報の全部を開示しない旨の決定通知を受ける権限  

６ 開示の実施の方法その他政令で定める事項を申し出る権限及び開示の実施を受ける権

限  

 

      年  月   日  

 

 

（委任者）住      所                           

氏     名                        印  

連絡先電話番号                           

 

（備考）  

１  委任者は次のいずれかの措置をとってください。  

（１）委任者の印については実印とし、印鑑登録証明書（ただし、訂正請求の前３０日以内

に作成されたものに限ります。）を添付する。  

（２）委任者の本人の本人確認書類（運転免許証、個人番号カード（ただし個人番号通知カ

ードは不可）等の本人に対し一に限り発行される書類）等の複写物を添付する。  

２  代理人は、本人確認書類等を提示し、又は提出してください。  

 

  



様式第４号（第５条関係）  

                              第       号  

                                年  月  日  

  

         様  

  

                      （実施機関名）          印  

  

  

保有個人情報開示決定通知書  

    年  月  日付けで請求のあった保有個人情報の開示について、個人情報の

保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）第８２条第１項の規定により次のとおり開

示することと決定したので、同項の規定により通知します。  

１ 開示する保有個

人情報  
 

２ 開示する保有個

人情報の利用目的  
 

３ 開示決定に係る

保有個人情報につ

いて求めることが

できる開示の実施

の方法等  

□閲覧 □写し（複製物を含む）等の交付  

□写し（複製物を含む）等の送付  

□その他（                    ）  

４ 開示を実施する

日時及び場所（事

務所での開示（写

し等の送付の方法

以外の開示の方法

）を希望する場合

）  

日 時  
  年  月  日から  年  月  日まで

※土・日・祝日を除く。  

時 間    時  分 から   時  分 まで  

場 所   

５ 開示の実施に要

する費用及び写し

等の送付を希望す

る場合の準備期間  

写し等の交付に要す

る費用（見込額）  

写しを交付する場合       円  

複製物等を交付する

場合  

     円  

その他       円  

写し等の送付に要す

る期間  

      日間  

写し等の送付に要す

る費用（見込額）  

       円  

※郵便切手による納付を除く  

６ 所 管 課 等       部      課 担当  

電話番号    （   ）    （内線      ）  



備考１  開示の実施の方法等については、この通知書を受け取った日から３０日以

内に、同封した「保有個人情報の開示の実施方法等申出書」により開示の実

施の申出を行ってください。  

２  開示の実施の方法は、通知書の３「開示決定に係る保有個人情報について

求めることができる開示の実施の方法等」に記載されている方法から自由に

選択できます。なお、上記期間内に開示の実施を申し出ることができないと

きは、あらかじめ所管課等に連絡してください。  

３  事務所における開示の実施を選択される場合は、通知書の４「開示を実施

する日時及び場所」に記載されている日時から、希望の日時を選択してくだ

さい。記載された日時に都合が悪いときは、あらかじめ所管課等に連絡して

ください。なお、開示の実施の準備を行う必要がありますので、「保有個人

情報の開示の実施方法等申出書」は開示を受ける希望日の３日前には当方に

届くように提出願います。  

４  写しの交付又は写しの送付を希望される場合は、「保有個人情報の開示の

実施方法等申出書」によりその旨を申し出てください。なお、この場合は、

別途、写しの作成又は写しの送付に要する費用負担が必要となります。  

５  事務所における開示の実施を選択され、その旨「保有個人情報の開示の実

施方法等申出書」により申し出られた場合は、開示を受ける当日、事務所に

来られる際に、この通知書をお持ちください。なお、写しの交付を希望され

た場合は、別途お知らせする写しの作成に要する費用が必要になります。  

６  写し等の送付を希望された場合は、「保有個人情報の開示の実施方法等申

出書」を送付してください。当該申出書を市で受領後、写しの作成に要する

費用及び送付に要する費用を別紙にてお知らせします。費用の納付の確認

後、写し等を送付します。  

 

  



 

様式第５号（第５条関係）  

                              第       号  

                                年  月  日  

  

         様  

  

                      （実施機関名）         印  

  

  

保有個人情報部分開示決定通知書  

    年  月  日付けで請求のあった保有個人情報の開示について、個人情報の

保護に関する法律（平成１５年法律第５７号。以下「法」という。）第８２条第１項の規

定により次のとおりその一部を除いて開示することと決定したので、同項の規定により通

知します。  

１ 開示する保有個

人情報  
 

２ 開示する保有個

人情報の利用目的  
 

３ 開示決定に係る

保有個人情報につ

いて求めることが

できる開示の実施

の方法等  

□閲覧 □写し（複製物を含む）等の交付  

□写し（複製物を含む）等の送付  

□その他（                    ）  

４ 開示を実施する

日時及び場所（事

務所での開示（写

し等の送付の方法

以外の開示の方法

）を希望する場合

）  

日 時  
  年  月  日から  年  月  日ま

で※土・日・祝日を除く。  

時 間    時  分 から   時   分 まで  

場 所   

５ 開示の実施に要

する費用及び写し

等の送付を希望す

る場合の準備期間  

写し等の交付に要す

る費用（見込額）  

写しを交付する場合       円  

複製物等を交付する

場合  

     円  

その他       円  

写し等の送付に要す

る期間  

      日間  

写し等の送付に要す

る費用（見込額）  

       円  

※郵便切手による納付を除く  



６ 不開示部分及び

その理由  
不開示部分   

区分  

 

□不開示事由に該当  □却下  

□存否不開示      □不存在  

根拠規定  法第  条第  項第  号該当  

理由   

７ 所 管 課 等       部      課 担当  

電話番号    （   ）    （内線      ）  

※この処分に不服がある場合の審査請求先：         

備考１  開示の実施の方法等については、この通知書を受け取った日から３０日以

内に、同封した「保有個人情報の開示の実施方法等申出書」により開示の実施

の申出を行ってください。  

２  開示の実施の方法は、通知書の３「開示決定に係る保有個人情報について求

めることができる開示の実施の方法等」に記載されている方法から自由に選択

できます。なお、上記期間内に開示の実施を申し出ることができないときは、

あらかじめ所管課等に連絡してください。  

３  事務所における開示の実施を選択される場合は、通知書の４「開示を実施す

る日時及び場所」に記載されている日時から、希望の日時を選択してくださ

い。記載された日時に都合が悪いときは、あらかじめ所管課等に連絡してくだ

さい。なお、開示の実施の準備を行う必要がありますので、「保有個人情報の

開示の実施方法等申出書」は開示を受ける希望日の３日前には当方に届くよう

に提出願います。  

４  写しの交付又は写しの送付を希望される場合は、「保有個人情報の開示の実

施方法等申出書」によりその旨を申し出てください。なお、この場合は、別

途、写しの作成又は写しの送付に要する費用負担が必要となります。  

５  事務所における開示の実施を選択され、その旨「保有個人情報の開示の実施

方法等申出書」により申し出られた場合は、開示を受ける当日、事務所に来ら

れる際に、この通知書をお持ちください。なお、写しの交付を希望された場合

は、別途お知らせする写しの作成に要する費用が必要になります。  

６  写し等の送付を希望された場合は、「保有個人情報の開示の実施方法等申出

書」を送付してください。当該申出書を市で受領後、写しの作成に要する費用

及び送付に要する費用を別紙にてお知らせします。費用の納付の確認後、写し

等を送付します。  

（教示）  

１  この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か

月以内に、処分を行った実施機関（滝沢市長（上下水道事業管理者の権限を行う市長を含む）、教

育委員会、監査委員会、農業委員会、選挙管理委員会又は固定資産評価委員会）に対して審査請求

をすることができます。  

２  この処分については、上記１の審査請求のほか、この処分があったことを知った日の翌日から起

算して６か月以内に、滝沢市を被告として（訴訟において滝沢市を代表する者は滝沢市長となりま

す。）、処分の取消しの訴えを提起することができます。なお、上記１の審査請求をした場合には

、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して

６か月以内に提起することができます。  

３  ただし、上記の期間が経過する前に、この処分（審査請求をした場合には、その審査請求に対す

る裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求をすることや処分の取消

しの訴えを提起することができなくなります。なお、正当な理由があるときは、上記の期間やこの

処分（審査請求をした場合には、その審査請求に対する裁決）があった日の翌日から起算して１年

を経過した後であっても審査請求をすることや処分の取消しの訴えを提起することが認められる場

合があります。  



様式第６号（第５条関係）  

                              第       号  

                                年  月  日  

  

         様  

  

                      （実施機関名）         印  

  

  

保有個人情報不開示決定通知書  

    年  月  日付けで請求のあった行政文書の開示について、個人情報の保護

に関する法律（平成１５年法律第５７号）第８２条第２項の規定により次のとおり開示し

ないことと決定したので、同項の規定により通知します。  

１ 開示請求に係る

保有個人情報の名

称等  

 

 

 

 

２ 開示しないこと

とした理由  

区分  

 

□不開示事由に該当  □却下  

□存否不開示      □不存在  

根拠規定  法第  条第  項第  号該当  

理由   

３ 所 管 課 等      部      課 担当  

電話番号    （   ）    （内線      ）  

※この処分に不服がある場合の審査請求先：         

備考  

（教示）  

１  この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か

月以内に、処分を行った実施機関（滝沢市長（上下水道事業管理者の権限を行う市長を含む）、教

育委員会、監査委員会、農業委員会、選挙管理委員会又は固定資産評価委員会）に対して審査請求

をすることができます。  

２  この処分については、上記１の審査請求のほか、この処分があったことを知った日の翌日から起

算して６か月以内に、滝沢市を被告として（訴訟において滝沢市を代表する者は滝沢市長となりま

す。）、処分の取消しの訴えを提起することができます。なお、上記１の審査請求をした場合には

、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して

６か月以内に提起することができます。  

３  ただし、上記の期間が経過する前に、この処分（審査請求をした場合には、その審査請求に対す

る裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求をすることや処分の取消

しの訴えを提起することができなくなります。なお、正当な理由があるときは、上記の期間やこの

処分（審査請求をした場合には、その審査請求に対する裁決）があった日の翌日から起算して１年

を経過した後であっても審査請求をすることや処分の取消しの訴えを提起することが認められる場

合があります。   



様式第７号（第６条関係）  

                                年  月  日  

 

（実施機関名） 様  

 

開示請求者 氏  名  

郵便番号  

住  所  

 

電話番号  

 

連絡先 氏  名  

電話番号  

 

 

保有個人情報の開示決定等に係る意見書 

    年  月  日付け  第       号で照会のあった件について、次の

とおり回答します。  

１ 開示請求に係る

保有個人情報等の

名称  

 

２ 意 見 □ 開示することについて支障がない。  

□ 開示することについて支障がある。  

（１）支障（不利益）がある部分  

 

 

 

（２）支障（不利益）がある場合の具体的な理由  

 

 

 

 

備考１ 「意見」の欄は、該当する□に✔を記入してください。  

２ 「開示することについて支障がある。」に✔を記入した場合は、「（

１）支障がある部分」の欄及び「（２）支障がある理由」の欄も記載し

てください。  

  

法人その他の団体にあっては、その名称、  

事務所又は事業所の所在地及び代表者の氏名  



様式第８号（第６条関係）  

                              第       号  

                                年  月  日  

  

  （反対意見書を提出した第三者）        様  

  

                      （実施機関名）         印  

  

  

反対意見書に係る保有個人情報の開示決定に係る通知書 

先に照会したあなた（貴団体）に関する情報が記録されている行政文書については、次

のとおり開示することと決定したので、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第

５７号）第８６条第３項の規定により通知します。  

１ 開示決定の区分      年  月  日  第       号  

□保有個人情報開示決定  
□保有個人情報部分開示決

定  

２ 開示請求に係る保

有個人情報の名称等  

 

３ 開示決定をした行

政文書の内容  

 

４ 開示することとし

た理由  

 

５ 開示を実施する日      年  月  日  

６ 所 管 課 等      部      課 担当  

電話番号    （   ）    （内線     ）  

※この処分に不服がある場合の審査請求先：       

備考  □のある欄は、該当する項目の□に✔印を記入してください。  

（教示）  

１  この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か

月以内に、処分を行った実施機関（滝沢市長（上下水道事業管理者の権限を行う市長を含む）、教

育委員会、監査委員会、農業委員会、選挙管理委員会又は固定資産評価委員会）に対して審査請求

をすることができます。なお、開示の実施を停止するためには、開示を実施する日までに審査請求

と併せて、執行停止の申立てをする必要があります。  

２  この処分については、上記１の審査請求のほか、この処分があったことを知った日の翌日から起

算して６か月以内に、滝沢市を被告として（訴訟において滝沢市を代表する者は滝沢市長となりま

す。）、処分の取消しの訴えを提起することができます。なお、上記１の審査請求をした場合には

、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して

６か月以内に提起することができます。  

３  ただし、上記の期間が経過する前に、この処分（審査請求をした場合には、その審査請求に対す

る裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求をすることや処分の取消



しの訴えを提起することができなくなります。なお、正当な理由があるときは、上記の期間やこの

処分（審査請求をした場合には、その審査請求に対する裁決）があった日の翌日から起算して１年

を経過した後であっても審査請求をすることや処分の取消しの訴えを提起することが認められる場

合があります。   



様式第９号（第８条関係）  

  年  月  日  

（実施機関名） 様  

申出者 氏    名  

郵 便 番 号  

住所又は居所   

電 話 番 号   

 

 

保有個人情報の開示の実施方法等申出書  

    年  月  日付け  第       号で通知があった保有個人情報の開

示の決定について、下記のとおり申し出ます。  

記  

 

１ 求める開示の実施方法  

  □閲覧（ 全部 ・ 一部（          ） ）  

  □写しの交付  ※写しの交付を受けようとする者は下表も記載すること。  

行 政 文 書 の 名 称 又 は 内 容 写しの数  金 額 

 面  円  

 面  円  

 面  円  

 面  円  

小 計 面  円  

行政文書の写しの送付の希望の有無  
□有  

□無  
円  

合 計 円  

備考１ 太枠内のみ記載してください。  

２ 郵送希望の欄は、該当する□に✔を記入してください。  

□その他（ 全部  ・ 一部（          ） ）  

 

２ 開示の実施を希望する日（事務所での開示を行う場合のみ）  

       年  月  日  午前 ・ 午後  

  



様式第１０号（第１０条関係）  
  年  月  日  

（実施機関名） 様  

訂正請求者 氏    名  

郵 便 番 号   

住所又は居所   

電 話 番 号   

 

個人情報訂正請求書  

個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）第９１条第１項の規定により
、次のとおり訂正請求をします。  

１ 訂正請求に係る保有個人情
報の開示を受けた日  

    年  月  日 

２ 開示を受けた保有個人情報
の内容その他訂正請求に係る
保有個人情報を特定するに足
りる事項 

開示決定通知書の日   付：  年  月  日 
        文書番号：   第     号 
開示を受けた保有個人情報の名称等  
 
 
                        
□特定個人情報  □特定個人情報以外の個人情報  

３ 訂正請求の趣旨 
 
 

４ 訂正請求の理由 
 
 

５ 本人の氏名等（
法定代理人等によ
る訂正請求の場合
） 

本人の氏名   

本人の住所
又 は 居 所 

（〒   －    ） 
 

電話番号    －    －     

６ 訂正請求者の区
分（法定代理人等
による訂正請求の
場合） 

区 分 

□ 未成年者（    年  月  日生）の法定
代理人 

□ 成年被後見人の法定代理人  
□ 任意代理人 

備考  □のある欄は、該当する項目の□に✔印を記入してください。  

 
※職員記載欄  

訂正請求者  
の本人確認  

□運転免許証  □個人番号カード  
□その他（                          ）  

請求資格の  
確認  

□本人 □戸籍謄本 □登記事項証明書  □委任状・印鑑証明書  
□その他（                          ）  

備   考   

 

  



（説明事項）  

１  「氏名」、「住所又は居所」  

本人の氏名及び住所又は居所を記載してください。ここに記載された氏名及び住所又は居所によ

り訂正決定通知等を行うことになりますので、正確に記載してください。  

また、連絡を行う際に必要になりますので、電話番号も記載してください。  

なお、法定代理人又は任意代理人（以下「代理人」という。）による訂正請求の場合には、代理

人の氏名、住所又は居所及び電話番号を記載してください。  

 

２  「訂正請求に係る保有個人情報の開示を受けた日」  

３①及び②に掲げる保有個人情報の開示の実施を受けた日を記載してください。  

 

３  「開示を受けた保有個人情報の内容その他訂正請求に係る保有個人情報を特定するに足りる事項」

を記載してください。なお、本法により保有個人情報の訂正請求ができるのは次に掲げるもので

す。  

①  開示決定に基づき開示を受けた保有個人情報（法第９０条第１項第１号）  

②  開示決定に係る保有個人情報であって、法第８８条第１項の他の法令の規定により開示を受け

たもの（法第９０条第１項第２号）  

 

４  「訂正請求の趣旨」  

どのような訂正を求めるかについて簡潔に記載してください。  

５  「訂正請求の理由」  

訂正請求の趣旨を裏付ける根拠を明確かつ簡潔に記載してください。なお、本欄に記載しきれな

い場合には、本欄を参考に別葉に記載し、本請求書に添付して提出してください。  

 

５  訂正請求の期限について  

訂正請求は、法第９０条第３項の規定により、保有個人情報の開示を受けた日から 90 日以内にし

なければならないこととなっています。  

 

６  本人確認書類等  

（１）来所による訂正請求の場合  

来所して訂正請求をする場合、本人確認のため、運転免許証、個人番号カード、在留カード又

は特別永住者証明書等の住所・氏名が記載されている書類を提示し、又は提出してください。ど

のような書類が本人確認書類に当たるのか分からない場合や、本人確認書類の提示又は提出がで

きない場合は、訂正請求窓口に事前に相談してください。  

（２）送付による訂正請求の場合  

   保有個人情報訂正請求書を送付して保有個人情報の訂正請求をする場合には、（１）の本人確

認書類を複写機により複写したものに併せて、住民票の写し（ただし、訂正請求の前３０日以内

に作成されたものに限ります。）を提出してください。住民票の写しは、市町村が発行する公文

書であり、その複写物による提出は認められません。住民票の写しが提出できない場合は、訂正

請求窓口に事前に相談してください。  

なお、個人番号カードを複写機により複写したものを提出する場合は、表面のみ複写し、住民

票の写しについては、個人番号の記載がある場合、当該個人番号を黒塗りしてください。  

また、被保険者証を複写機により複写したものを提出する場合は、保険者番号及び被保険者等

記号・番号を黒塗りにしてください。  

（３）代理人による訂正請求の場合  

「本人の氏名等」欄は、代理人による訂正請求の場合にのみ記載してください。必要な記載事

項は、保有個人情報の本人の氏名、本人の住所又は居所及び連絡先です。  

代理人のうち、法定代理人が訂正請求をする場合には、戸籍謄本、登記事項証明書その他法定

代理人であることを証明する書類（ただし、訂正請求の前３０日以内に作成されたものに限りま

す。）を提示し、又は提出してください。なお、戸籍謄本、登記事項証明書その他法定代理人で

あることを証明する書類は、市町村等が発行する公文書であり、その複写物による提示又は提出

は認められません。  

代理人のうち、任意代理人が訂正請求をする場合には、委任状その他その資格を証明する書類

（ただし、訂正請求の前３０日以内に作成されたものに限ります。）を提出してください。ただ

し、委任状については、①委任者の実印により押印した上で印鑑登録証明書（ただし、訂正請求

の前３０日以内に作成されたものに限ります。）を添付するか又は②委任者の運転免許証、個人

番号カード（ただし個人番号通知カードは不可）等本人に対し一に限り発行される書類の写しを

併せて提出してください。なお、委任状は、その複写物による提出は認められません。  

 



様式第１１号（第１０条関係）  

 

委  任  状 

 

 

（代理人）住      所                           

氏     名                           

 

上記の者を代理人と定め、下記の事項を委任します。  

 

記 

 

１ 個人情報の訂正請求を行う権限  

２ 訂正請求に係る事案を移送した旨の通知を受ける権限  

３ 訂正決定等の期限を延長した旨の通知を受ける権限  

４ 訂正決定等の期限の特例規定を適用した旨の通知を受ける権限  

５ 訂正請求に係る個人情報を訂正する旨の決定通知を受ける権限及び訂正請求に係る個

人情報を訂正しない旨の決定通知を受ける権限  

 

 

      年  月   日  

 

 

（委任者）住      所                           

氏     名                        印  

連絡先電話番号                           

 

 

（備考）  

１  委任者は次のいずれかの措置をとってください。  

（１）委任者の印については実印とし、印鑑登録証明書（ただし、訂正請求の前 30 日以内に

作成されたものに限ります。）を添付する。  

（２）委任者の本人の本人確認書類（運転免許証、個人番号カード（ただし個人番号通知カ

ードは不可）等の本人に対し一に限り発行される書類）等の複写物を添付する。  

２  代理人は、本人確認書類等を提示し、又は提出してください。  

 

 

  



様式第１２号（第１０条関係）  

第     号  

年  月  日  

 

            様 

 

                      （実施機関名）         印  

 

保有個人情報訂正決定通知書 

    年  月  日付けで請求のあった保有個人情報の訂正について、個人情報の

保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）により次のとおり訂正することと決定した

ので、同項の規定により通知します。  

１ 訂正請求に係る保

有個人情報の名称等  

 

２ 訂正の区分及び内

容 

区   分 □ 請求のとおり  □ 一部訂正  

訂正の内容   

３ 一部訂正とするこ

ととした理由（一部

訂正の場合のみ）  

 

４ 訂正をした年月日      年  月  日 

５ 所 管 課 等                       

電話番号（    ）   －       内線 

※この処分に不服がある場合の審査請求先：         

備考  

（教示）  

１  この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か

月以内に、処分を行った実施機関（滝沢市長（上下水道事業管理者の権限を行う市長を含む）、教

育委員会、監査委員会、農業委員会、選挙管理委員会又は固定資産評価委員会）に対して審査請求

をすることができます。  

２  この処分については、上記１の審査請求のほか、この処分があったことを知った日の翌日から起

算して６か月以内に、滝沢市を被告として（訴訟において滝沢市を代表する者は滝沢市長となりま

す。）、処分の取消しの訴えを提起することができます。なお、上記１の審査請求をした場合には

、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して

６か月以内に提起することができます。  

３  ただし、上記の期間が経過する前に、この処分（審査請求をした場合には、その審査請求に対す

る裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求をすることや処分の取消

しの訴えを提起することができなくなります。なお、正当な理由があるときは、上記の期間やこの

処分（審査請求をした場合には、その審査請求に対する裁決）があった日の翌日から起算して１年

を経過した後であっても審査請求をすることや処分の取消しの訴えを提起することが認められる場

合があります。   



様式第１３号（第１１条関係）  

第     号  

年  月  日  

 

            様 

 

                      （実施機関名）         印  

 

個人情報不訂正決定通知書 

    年  月  日付けで請求のあった保有個人情報の訂正について、個人情報の

保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）第９３条第２項の規定により次のとおり訂

正しないことと決定したので、同項の規定により通知します。  

１ 訂正請求に係る個

人情報の名称等  

 

２ 訂正をしないこと

とした理由  

 

３ 所 管 課 等                       

電話番号（    ）   －       内線 

※この処分に不服がある場合の審査請求先：         

備考  

 

（教示）  

１  この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か

月以内に、処分を行った実施機関（滝沢市長（上下水道事業管理者の権限を行う市長を含む）、教

育委員会、監査委員会、農業委員会、選挙管理委員会又は固定資産評価委員会）に対して審査請求

をすることができます。  

２  この処分については、上記１の審査請求のほか、この処分があったことを知った日の翌日から起

算して６か月以内に、滝沢市を被告として（訴訟において滝沢市を代表する者は滝沢市長となりま

す。）、処分の取消しの訴えを提起することができます。なお、上記１の審査請求をした場合には

、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して

６か月以内に提起することができます。  

３  ただし、上記の期間が経過する前に、この処分（審査請求をした場合には、その審査請求に対す

る裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求をすることや処分の取消

しの訴えを提起することができなくなります。なお、正当な理由があるときは、上記の期間やこの

処分（審査請求をした場合には、その審査請求に対する裁決）があった日の翌日から起算して１年

を経過した後であっても審査請求をすることや処分の取消しの訴えを提起することが認められる場

合があります。   



様式第１４号（第１２条関係）  
  年  月  日  

（実施機関名） 様  

利用停止請求者 氏    名  

郵 便 番 号  

住所又は居所   

電 話 番 号  

 

個人情報利用停止請求書  

個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号。以下「個人情報保護法」とい
う。）第９８条第１項及び行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に
関する法律（平成２５年法律第２７号。以下「番号法」という。）第３０条第１項の規定
により読み替えて適用する同法第９８条第１項の規定により、次のとおり利用停止請求を
します。  

１ 利用停止請求に係る保有個
人情報の開示を受けた日  

    年  月  日 

２ 開示を受けた保有個人情報
の内容その他利用停止請求に
係る保有個人情報を特定する
に足りる事項 

 

３ 利用停止請求の趣旨  

□保有個人情報
（ただし、特定
個人情報を除く
） 

□個人情報保護法第
９８条第１項第１号
該当 

□利用の停止 
□消去 

□個人情報保護法第
９８条第１項第２号
該当 

提供の停止 

□特定個人情報
（ただし、番号
法第２３条第１
項及び第２項に
規定する情報提
供等の記録を除
く） 

□番号法第３０条の
規定による読み替え
後の個人情報保護法
第９８条第１項第１
号該当 

□利用の停止 
□消去 

□番号法第３０条の
規定による読み替え
後の個人情報保護法
第９８条第１項第１
号該当 

提供の停止 

４ 利用停止請求の理由  
 
 

３ 本人の氏名等（
法定代理人等によ
る利用停止請求の
場合） 

本人の氏名   

本人の住所
又 は 居 所 

（〒   －    ） 
 

電話番号    －    －     

４ 利用停止請求者
の区分（法定代理
人等による利用停
止請求の場合） 

区 分 

□ 未成年者（    年  月  日生）の法定
代理人 

□ 成年被後見人の法定代理人  
□ 任意代理人 

備考  □のある欄は、該当する項目の□に✔印を記入してください。  
 
※職員記載欄  

利用停止請求者  
の本人確認  

□運転免許証  □個人番号カード  
□その他（                       ）  

請求資格の確認  □本人  □戸籍謄本  □登記事項証明書 □委任状・印鑑証明書  
□その他（                       ）  

備     考   



（説明事項）  

１  「氏名」、「住所又は居所」  

本人の氏名及び住所又は居所を記載してください。ここに記載された氏名及び住所又は居所によ

り利用停止決定通知等を行うことになりますので、正確に記入してください。  

また、連絡を行う際に必要になりますので、電話番号も記載してください。  

なお、法定代理人又は任意代理人（以下「代理人」という。）による利用停止請求の場合には、

代理人の氏名、住所又は居所及び電話番号を記載してください。  

 

２  「利用停止請求に係る保有個人情報の開示を受けた日」  

３①及び②に掲げる保有個人情報の開示の実施を受けた日を記載してください。  

 

３  「開示を受けた保有個人情報の内容その他利用停止請求に係る保有個人情報を特定するに足りる

事項」  

「開示を受けた保有個人情報の内容その他利用停止請求に係る保有個人情報を特定するに足りる事項

」を記載してください。なお、本法により保有個人情報の利用停止請求ができるのは次に掲げるも

のです。  

①開示決定に基づき開示を受けた保有個人情報（法第９０条第１項第１号）  

②開示決定に係る保有個人情報であって、法第８８条第１項の他の法令の規定により開示を受けたも

の（法第９０条第１項第２号）  

 

４  「利用停止請求の趣旨」  

「利用停止請求の趣旨」は、下表を参考に該当する□にレ点を記入してください。  

区分  利用停止請求の趣旨  該当する条文及び措置  

個人情報（特定

個人情報を除く

）  

ア  以下のいずれかの事項に該当すると思われる場

合  

・個人情報保護法第６１条第２項の規定（個人情報

の保有制限）に違反して保有されているとき  

・個人情報保護法第６３条の規定（不適正な利用の

禁止）に違反して取り扱われているとき  

・法第６４条の規定（適正取得）に違反して取得さ

れたものであるとき  

・法第６９条第１項及び第２項の規定（目的外利用

制限）に違反して利用されているとき  

個人情報保護法第９８

条第１項第１号該当  

→利用の停止又は消去  

イ  個人情報法第６９条第１項及び第２項の規定（

目的外提供制限）又は法第７１条第１項の規定（

外国第三者提供制限）に違反して他の行政機関等

や外国にある第三者等に提供されていると考える

とき  

個人情報保護法第９８

条第１項第２号該当  

→提供の停止  

特定個人情報（

ただし、番号法

ウ  以下のいずれかの事項に該当すると思われる場

合  

番号法第３０条の規定

による読み替え後の個



第２３条第１項

及び第２項に規

定する情報提供

等の記録を除く

）  

・上記ア（ただし、個人情報保護法第６９条第１項

及び第２項の規定に違反して利用された場合を除く

。）に該当するとき  

・番号法第３０条第１項の規定により読み替えて適

用する第６９条第１項（利用目的以外の利用の制限

）及び第２項（第１号に係る部分に限る。人の生命

、身体又は財産の保護及び原則本人同意を要件とす

る利用の制限）の規定に違反して利用されていると

き、同法第２０条（収集の制限）の規定に違反して

収集され、若しくは保管されているとき、又は同法

第２９条（特定個人情報ファイルの作成の制限）の

規定に違反して作成された特定個人情報ファイル（

同法第２条第９項に規定する特定個人情報ファイル

をいう。）に記録されているとき  

人情報保護法第９８条

第１項第１号該当  

→利用の停止又は消去  

番号法第１９条（特定個人情報の提供の制限）の規

定に違反して提供されているとき  

番号法第３０条の規定

による読み替え後の個

人情報保護法第９８条

第１項第２号該当  

→提供の停止  

 

５   利用停止請求の理由  

「利用停止請求の理由」は、利用停止請求の趣旨を裏付ける根拠を明確かつ簡潔に記載してくだ

さい。なお、本欄に記載しきれない場合には、本欄を参考に別葉に記載し、本請求書に添付して提

出してください。  

 

６  利用停止請求の期限について  

利用停止請求は、法第９８条第３項の規定により、保有個人情報の開示を受けた日から９０日以

内にしなければならないこととなっています。  

 

７  本人確認書類等  

（１）来所による利用停止請求の場合  

来所して利用停止請求をする場合、本人確認のため、運転免許証、個人番号カード、在留カー

ド又は特別永住者証明書等の住所・氏名が記載されている書類を提示し、又は提出してください

。どのような書類が本人確認書類に当たるのか分からない場合や、本人確認書類の提示又は提出

ができない場合は、利用停止請求窓口に事前に相談してください。  

（２）送付による利用停止請求の場合  

保有個人情報利用停止請求書を送付して保有個人情報の利用停止請求をする場合には、（１）

の本人確認書類を複写機により複写したものに併せて、住民票の写し（ただし、利用停止請求の

前３０日以内に作成されたものに限ります。）を提出してください。住民票の写しは、市町村が

発行する公文書であり、その複写物による提出は認められません。住民票の写しが提出できない



場合は、利用停止請求窓口に事前に相談してください。  

なお、個人番号カードを複写機により複写したものを提出する場合は、表面のみ複写し、住民

票の写しについては、個人番号の記載がある場合、当該個人番号を黒塗りしてください。  

また、被保険者証を複写機により複写したものを提出する場合は、保険者番号及び被保険者等

記号・番号を黒塗りにしてください。  

（３）代理人による利用停止請求の場合  

「本人の氏名等」欄は、法定代理人による利用停止請求の場合に記載してください。必要な記

載事項は、保有個人情報の本人の状況、氏名及び本人の住所又は居所です。  

代理人のうち、法定代理人が利用停止請求をする場合には、戸籍謄本、登記事項証明書その他

法定代理人であることを証明する書類（ただし、利用停止請求の前３０日以内に作成されたもの

に限ります。）を提示し、又は提出してください。なお、戸籍謄本、登記事項証明書その他法定

代理人であることを証明する書類は、市町村等が発行する公文書であり、その複写物による提示

又は提出は認められません。  

代理人のうち、任意代理人が利用停止請求をする場合には、委任状その他その資格を証明する

書類（ただし、利用停止請求の前３０日以内に作成されたものに限ります。）を提出してくださ

い。ただし、委任状については、①委任者の実印により押印した上で印鑑登録証明書（ただし、

利用停止請求の前３０日以内に作成されたものに限ります。）を添付するか又は②委任者の運転

免許証、個人番号カード（ただし個人番号通知カードは不可）等本人に対し一に限り発行される

書類の写しを併せて提出してください。なお、委任状は、その複写物による提出は認められませ

ん。  

  



様式第１５号（第１２条関係）  

 

委  任  状 

 

 

（代理人）住      所                           

氏     名                           

 

上記の者を代理人と定め、下記の事項を委任します。  

 

記 

 

１ 個人情報の利用停止請求を行う権限  

２ 利用停止決定等の期限を延長した旨の通知を受ける権限  

３ 利用停止決定等の期限の特例規定を適用した旨の通知を受ける権限  

４ 利用停止請求に係る個人情報を利用停止する旨の決定通知を受ける権限及び利用停止

請求に係る個人情報を利用停止しない旨の決定通知を受ける権限  

 

 

      年  月   日  

 

 

（委任者）住      所                           

氏     名                        印  

連絡先電話番号                           

 

 

（備考）  

１  委任者は次のいずれかの措置をとってください。  

（１）委任者の印については実印とし、印鑑登録証明書（ただし、利用停止請求の前３０日

以内に作成されたものに限ります。）を添付する。  

（２）委任者の本人の本人確認書類（運転免許証、個人番号カード（ただし個人番号通知カ

ードは不可）等の本人に対し一に限り発行される書類）等の複写物を添付する。  

２  代理人は、本人確認書類等を提示し、又は提出してください。  

 

  



様式第１６号（第１３条関係）  

第     号  

年  月  日  

 

            様 

 

                       （実施機関名）         印  

 

保有個人情報利用停止決定通知書 

    年  月  日付けで請求のあった保有個人情報の利用停止について、個人情

報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）第１０１条第１項の規定により次のと

おり利用を停止することと決定したので、同項の規定により通知します。  

１ 利用停止請求に係る

保有個人情報の名称等  

 

２ 利用停止請求の趣旨  

３ 利用停止決定をする

内容及び理由  

（利用停止決定の内容） 

 

 

（利用停止決定をした理由）  

４所 管 課 等                       

電話番号（    ）   －       内線 

※この処分に不服がある場合の審査請求先：        

備考  

（教示）  

１  この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か

月以内に、処分を行った実施機関（滝沢市長（上下水道事業管理者の権限を行う市長を含む）、教

育委員会、監査委員会、農業委員会、選挙管理委員会又は固定資産評価委員会）に対して審査請求

をすることができます。  

２  この処分については、上記１の審査請求のほか、この処分があったことを知った日の翌日から起

算して６か月以内に、滝沢市を被告として（訴訟において滝沢市を代表する者は滝沢市長となりま

す。）、処分の取消しの訴えを提起することができます。なお、上記１の審査請求をした場合には

、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して

６か月以内に提起することができます。  

３  ただし、上記の期間が経過する前に、この処分（審査請求をした場合には、その審査請求に対す

る裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求をすることや処分の取消

しの訴えを提起することができなくなります。なお、正当な理由があるときは、上記の期間やこの

処分（審査請求をした場合には、その審査請求に対する裁決）があった日の翌日から起算して１年

を経過した後であっても審査請求をすることや処分の取消しの訴えを提起することが認められる場

合があります。   



様式第１７号（第１３条関係）  

第     号  

年  月  日  

 

            様 

 

                       （実施機関名）         印  

 

保有個人情報不利用停止決定通知書 

    年  月  日付けで請求のあった保有個人情報の利用停止について、個人情

報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）第１０１条第２項の規定により次のと

おり利用を停止しないことと決定したので、同項の規定により通知します。  

１ 利用停止請求に係

る保有個人情報の名

称等 

 

２ 利用停止をしない

こととした理由 

 

３ 所 管 課 等                       

電話番号（    ）   －       内線 

※この処分に不服がある場合の審査請求先：         

備考  

 

（教示）  

１  この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か

月以内に、処分を行った実施機関（滝沢市長（上下水道事業管理者の権限を行う市長を含む）、教

育委員会、監査委員会、農業委員会、選挙管理委員会又は固定資産評価委員会）に対して審査請求

をすることができます。  

２  この処分については、上記１の審査請求のほか、この処分があったことを知った日の翌日から起

算して６か月以内に、滝沢市を被告として（訴訟において滝沢市を代表する者は滝沢市長となりま

す。）、処分の取消しの訴えを提起することができます。なお、上記１の審査請求をした場合には

、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して

６か月以内に提起することができます。  

３  ただし、上記の期間が経過する前に、この処分（審査請求をした場合には、その審査請求に対す

る裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求をすることや処分の取消

しの訴えを提起することができなくなります。なお、正当な理由があるときは、上記の期間やこの

処分（審査請求をした場合には、その審査請求に対する裁決）があった日の翌日から起算して１年

を経過した後であっても審査請求をすることや処分の取消しの訴えを提起することが認められる場

合があります。  


